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	１. 近年の東京圏への転入超過数の動向について、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2023）では、
	 新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」という）を契機に、東京圏（東京都＋近郊３県（埼玉県、千葉県、神奈川県））への転入超過数が大きく減少したが、直近（2022年）の動きをみると一部で回帰の動きがみられること【図１】、
	 こうした動きを、東京都、近郊３県、地方圏（東京都、近郊３県以外）の地域間人口移動に分解すると、直近の動きとしては、「過去（感染症拡大前）に戻ろうとする動き（地方から東京）」と「感染症後に生じた新たな動き（東京から近郊）」が混在していること【図２】、
	を指摘した。本稿では、こうした人口移動の変化を性別・年齢別にみると、どのようになっているかについて確認するとともに、関連するデータとその背景について考察したい。
	２. 東京都の転入超過数（ネット）について、感染症前（2019年）、感染症拡大後（2021年）、直近（2022年）の３時点で性別・年齢別に動きをみると、感染症を契機に「①就職時期を迎える若者の人口移動（20代）」と「②結婚・子育て期を迎えるファミリー層の人口移動（30～40代）」で異なる変化があったことが分かる。
	３. まず、「①就職時期を迎える若者の人口移動（20代）」についてみると、男女ともに感染症を契機に東京都の転入超過数が大きく減少したが、直近（2022年）では、特に20～24歳の男性で感染症前の水準を上回るなど、感染症前の水準に概ね回帰していることが分かる【図３】。
	４. こうした背景について、民間のアンケート調査結果をみると、東京圏以外の大学生（新卒）が東京圏の企業に就職する割合は、感染症拡大後に低下していたが、直近（2022年３月卒）は上昇に転じている【図４】。また、今春（2023年３月）卒業予定の学生に対する別のアンケート結果では、東京の企業に勤務することを希望する学生の割合が上昇しており、経済社会活動の正常化に伴い、若者（20代）の東京への移動は再び活発化している【図５】。
	５. 次に、「②結婚・子育て期を迎えるファミリー層の人口移動（30～40代）」についてみると、感染症を契機に東京都からの転出が増加した。直近（2022年）はやや勢いを弱めつつも転出超過が継続している。こうした30～40代の動きとあわせて、０～４歳と５～９歳の転出超過も増加しており、感染症を契機に未就学児を伴う子育て世代が東京都から転出するケースが増えていることがうかがえる【図３】。転出先について、30～40代の人口移動を東京都、近郊３県、地方圏の３地域間の移動に分解してみると、未就学児を伴う子育て世代は、東京都から近郊３県に移動していることがみてとれる【図６】。
	６. 以上まとめると、経済社会活動の正常化の進展に伴って、就職時期を迎えた若者の東京への移動は感染症前の構造に戻る一方、結婚・子育て期を迎えるファミリー層は、近郊３県への移動という感染拡大後の新たな動きを継続している。テレワークの普及や働き方の変化等を踏まえれば、後者の動きは継続する可能性もあるが、前者の就職に伴う転居は、東京圏一極集中の力が強いことを示している。地方創生や地域活性化という観点からは、魅力ある地方大学の実現を地域での産業創出・振興による就業機会の創出につなげるなど、包括的な取組を推進していくことが重要と考えられる。

